
 

 

1/18 

Copyright © Japan Credit Rating Agency, Ltd. All Rights Reserved. 
 

22-D-1404 

2023 年 2 月 10 日  
 
   

 
ソーシャルボンド評価 by Japan Credit Rating Agency, Ltd. 

 

  

   
 

株式会社日本格付研究所（JCR）は、以下のとおりソーシャルボンド評価の結果を公表します。 
     
   

独立行政法人大学改革支援・学位授与機構の 
第 7 回大学改革支援・学位授与機構債券に 

Social 1 を付与 
 

    

発 行 体 ： 独立行政法人大学改革支援・学位授与機構 

評 価 対 象 ： 第 7回大学改革支援・学位授与機構債券 

分 類 ： 一般担保付債券 

発 行 額 ： 50 億円 

利 率 ： 0.359% 

発 行 日 ： 2023 年 2 月 28 日 

償 還 日 ： 2028 年 3 月 17 日 

償 還 方 法 ： 満期一括償還 

資 金 使 途 ： 
国立大学附属病院における施設整備費等貸付事業のための新規投資およ
びリファイナンス 

 

＜ソーシャルボンド評価結果＞ 

総合評価 Social 1 

ソーシャル性評価（資金使途） s1 

管理・運営・透明性評価 m1 

第 1 章：評価の概要  

独立行政法人 大学改革支援・学位授与機構（本機構）は、2016 年 4 月 1 日に、大学評価・学位授与機

構と国立大学財務・経営センターの統合により発足した。本機構は、教育研究の質を高めるための大学等自

らの活動を支援するとともに、高等教育段階における学習の効果としての学位が適切に認識され評価される

ように努め、大学等と連携して社会からの期待と信頼にこたえられる高等教育の実現を目指して設立され

た。これらの目的を達成するために、本機構では、評価事業、施設費貸付・交付事業、学位授与事業、質保

証連携、およびこれらの事業に関連する調査研究を実施している。 
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今般の評価対象となる債券（本債券）は、本機構が発行する期間 5 年の一般担保付債券である。本債券

が、ソーシャルボンド原則1、ソーシャルボンドガイドライン2および SDGs に適合しているか否かの評価を

行う。ソーシャルボンド原則については、それぞれ国際資本市場協会（ICMA）および金融庁が自主的に公

表している原則等であって規制ではないことから、いかなる拘束力を持つものでもないが、現時点において

グローバルに広く参照されていることから、これら原則等への適合性を確認する。また、ソーシャルボンド

原則においては、ソーシャルボンドの資金使途およびその社会改善効果（インパクト）と、国際的な持続可

能性に係る目標や各国の政策との整合性を重視していることから、同協会が策定した SDGs とソーシャルプ

ロジェクト分類のマッピングを評価における参照指標とする。 

本債券により調達した資金は、本機構が国立大学法人に対して、附属病院における「先進医療の提供と地

域の急性期医療対応等」のための設備整備を実施するための貸付けを行う財源として、新規投資またはリフ

ァイナンスに充当する予定である。 

国立大学附属病院は、日本の先進医療技術開発拠点として重要であるほか、地域の医療提供機関のハブと

して重要な役割を担っており、有用な解決策を提供する社会インフラとしての重要性が高い。また、新型コ

ロナウイルス感染症の感染拡大のなか、国立大学附属病院は PCR 検査体制の確立および重篤・重症感染症

患者の積極的な受け入れの継続により地域へ貢献している。以上から、JCR は本評価対象の資金使途がソー

シャルボンド原則の分類のうち、「国立大学附属病院の研究者・学生」を対象とした「必要不可欠なサービ

スへのアクセス（教育、医療）」の提供および「地域の先進医療を必要とする疾患或いは急性期疾患の患者」

を対象とした「必要不可欠なサービスへのアクセス（医療）」に貢献すると評価している。JCR は、SDGs 目

標のうち、目標 3「すべての人に健康と福祉を」、目標 4「質の高い教育をみんなに」に貢献するほか、日本

政府の医療分野における研究開発に係る政策とも整合的であることを確認した。 

なお、本機構は国立大学法人等の教育研究環境の充実および地域住民への急性期医療の提供を重要な社

会的課題として特定しており、所管官庁である文部科学省によって、資金使途となるプロジェクトについて

適切な選定基準に則りプロジェクトの選定がなされている。管理運営体制について、本機構における調達し

た資金の管理方法は明確に定められ、適切な内部統制体制が確立していることを JCR は確認した。レポー

ティングに関しても資金充当状況および適切な主要インパクト指標の選定と開示が予定されているほか、外

部の検討会から本機構の貸付対象である施設整備については評価報告書が公表されており透明性が高い。以

上から、本債券に係る調達資金について管理体制が適切であり、投資家へのレポーティング内容についても

透明性が確保されていると評価している。 

この結果、本債券について JCR ソーシャルファイナンス評価手法に基づき、「ソーシャル性評価（資金使

途）」を“s1”、「管理・運営・透明性評価」を“m1”とした。これにより「JCR ソーシャルボンド評価」を“Social 

1”とした。 

JCR は、本債券がソーシャルボンド原則およびソーシャルボンドガイドラインにおいて求められる項目

について基準を十分に満たしていると評価している。また、SDGs および政府の SDGs に対する具体的施策

に貢献し得るものと評価している。 

                                                 
1  ICMA (International Capital Market Association) ソーシャルボンド原則 2021 年版 

https://www.icmagroup.org/assets/documents/Sustainable-finance/2021-updates/Social-Bond-Principles-June-2021-140621.pdf 
2 金融庁 ソーシャルボンドガイドライン 

https://www.fsa.go.jp/news/r3/singi/20211026-2/01.pdf 
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第 2 章：各評価項目における対象事業の現状と JCR の評価  
 

評価フェーズ１：ソーシャル性評価 

JCR は評価対象について、以下に詳述する現状およびそれに対する JCR の評価を踏まえ、本債券

の資金使途の 100%がソーシャルプロジェクトであると評価し、評価フェーズ１：ソーシャル性評価は、

最上位である 『s1』 とした。 

 

（１） 評価の視点   

本項では、最初に、調達資金が明確な社会改善効果をもたらすソーシャルプロジェクトに充当されて

いるかを確認する。次に、資金使途がネガティブな社会・環境への影響が想定される場合に、その影響

について社内の専門部署又は外部の第三者機関によって十分に検討され、必要な回避策・緩和策が取ら

れているかについて確認する。最後に、持続可能な開発目標（SDGs）との整合性を確認する。 

（２） 評価対象の現状と JCR の評価  

資金使途の概要 

 本機構の貸付金の資金使途は、すべての国立大学附属病院を対象とした施設整備計画のうち、特に先

進医療の提供と、地域の急性期医療対応を目的とした医療関連設備の購入費用に限定されている。 

① 国立大学附属病院の施設整備事業の内訳 

以下は文部科学省が定めた令和 4年度附属病院施設整備費等貸付計画のうち、本債券の資金使途とな

る事業の一覧である。下記総貸付額を、本機構はソーシャルボンドの発行と財政投融資からの借り入れ

で賄う予定である。 

（出所：大学改革支援・学位授与機構提供資料） 
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a.  プロジェクトの社会的便益について 

i.  資金使途として本機構のソーシャルファイナンス・フレームワークで掲げられたプロジェクトは、

文部科学大臣の定めに基づき実施される、国立大学附属病院の医療関連設備導入のための資金の貸

付等である。国立大学附属病院は、我が国の先進医療および地域の急性期医療等への対応を行う、地

域医療のハブ機関として、重要な社会的役割を担っている。このことから、本プロジェクトは社会貢

献度の高いプロジェクトであると JCR では評価している。 

(1) 国立大学附属病院の概要 

国立大学法人は、国立大学法人法（平成 15 年法律第 112 号）に基づき、2004 年 4 月 1 日、大学の

教育研究に対する国民の要請にこたえるとともに、日本の高等教育および学術研究の水準の向上と均

衡ある発展を図るために設立された。そして、それまで、国立学校設置法（昭和 24 年法律第 150 号、

平成 16 年廃止）に基づき文部科学省に設置されていた各国立大学は、それぞれ独立した国立大学法

人に設置されることとなった。 

現在、82 国立大学法人のうち 41 国立大学法人は、大学に附属病院を設置し、運営している。附属

病院は、大学設置基準（昭和 31 年文部省令第 28 号）第 39 条等の規定に基づき、医学又は歯学に関

する学部または附属研究所を置く大学に当該学部等の教育研究に必要な施設として設置されるもの

であり、国立大学には、計 44 病院が設置されている。 

(2) 国立大学附属病院の機能・役割 

昨今の社会情勢の変化を反映し、国立大学附属病院の機能と役割は、大きな転換を求められている。

①少子高齢化を背景とした医療政策の転換（病院完結型から、機能分化し、特定機能に特化した医療

の提供や外来医療の役割分担等、医療提供体制を再構築する「地域完結型」への転換）、②超高齢社

会を背景とする高齢・重症患者の受け入れ増加による患者構成の変化、③震災を契機とした防災機能

の強化に対応することが求められている。また、日本における医学・歯学および医療を取り巻く環境

の変化や国際的な競争環境の変化等を考慮し、大学附属病院に対しては以下の 5つの機能・役割が求

められている3。また、一般社団法人国立大学病院長会議4で策定された「グランドデザイン 2016」（改

訂版）5では、新型コロナウイルス感染症対応や医師の働き方改革などの新たな課題に対し、国立大学

附属病院に求められる機能・役割に対し提言を行っている。 

先進医療とは、厚生労働大臣が定める高度の医療技術を用いた療養その他の療養であって、保険給

付の対象とすべきものであるか否かについて、適正な医療の効率的な提供を測る観点から評価を行う

ことが必要な療養とされている。先進医療の治療は主にがん治療に私用される場合が多く、がん治療

に関して常に最新の治療技術が開発されている。2023 年１月現在、先進医療として厚生労働省が指定

している技術は 86 種ある。先進医療の実施には高度な医療技術が必要となることから、当該技術を

実施可能とする医療機関の施設基準はそれぞれの技術について、細かく定められている。 

国立大学附属病院は、このような高度な技術の実施を可能とする高い機能を備えた医療機器や優

れた技術を有する多くの医師を配置し、各地域の中核病院となり、質の高い医療の提供を行うハブ機

関として重要な役割を担っている。 

                                                 
3  「今後の国立大学付属病院施設整備に関する検討会・報告書」2014 年 3 月 今後の国立大学附属病院施設整備に関する検討会 
4  国立大学の大学附属病院および医学部付属病院などにおける診療、教育および研究に係る諸問題並びにこれに関連する重要

事項について協議し、相互の理解を深めるとともに、意見の統一を図り、日本における医学・歯学・医療の進歩発展に寄与
することを目的として昭和 25年に発足 

5 「グランドデザイン 2016」（改訂版） 

http://nuhc.jp/Portals/0/images/activity/report/sgst_category/granddesign2022.pdf 

社会的意義 1： 【診療】先進医療の提供および地域の中核病院としての役割 
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社会的意義 2：【教育】 将来の医療を担う医療人の教育・養成 

国立大学附属病院は、日本の将来の医療を担う良質な医療人の教育・養成のため、医学部学生等の

臨床実習や卒後の医師の初期・専門研修等を行う教育機関としても重要な役割を果たしている。また、

各地域の国立附属病院で良質な医療人を育成することは、地域の雇用創出および地域活性化にも資す

ると考えられる。 

社会的意義 3：【研究】臨床医学発展と医療技術水準の向上への貢献 

国立大学附属病院は、特定機能病院として、特定機能病院以外の病院では通常提供が難しい診療に

係る技術の研究および開発を行う役割を担っている。難治性疾患の原因究明、新しい診断法・治療法

の開発、治験等を通じた新薬の開発等の高度な医療技術の開発、評価および研究の実践に資するイン

フラであり、研究活動を通じた、臨床医学発展および医療技術水準の向上への貢献が期待されている。 

社会的意義 4：【地域貢献・社会貢献】地域医療の最後の砦としての役割 

国立大学附属病院は、特定機能病院としての役割、高度救命救急センターを中心にドクターヘリを

活用することで災害拠点病院としての役割など政策的医療機関として、地域医療の再生と活性化、さ

らには災害や新興感染症発生時の緊急対応など、地域の危機管理にも大きく貢献している。 

社会的意義 5：【国際化】国際水準の医療の実現と国際的リーダーシップ 

国立大学附属病院は、我が国の先進医療を担う存在として、国際水準の医療の実現および医療にお

ける国際的リーダーシップの発揮等も期待されている。 

(3) 国立大学附属病院が直面している課題と本機構からの貸付事業の重要性 

令和 2年度の国立大学法人等の決算6では、国立大学では有形固定資産（施設・設備）の増加額は、

前年度比較で増加しているものの、過去 10 年間においては減少傾向にある。施設・設備の残存度が

年々低下してきていることから、施設・設備への投資額以上に、老朽化・陳腐化が進行しており、更

新投資を行っていくことが重要とされている。経常収益については共同研究や寄付金といった民間企

業や個人等から獲得することが可能な資金および新型コロナウイルス感染症対策等に関連した補正

予算が措置されたことにより外部資金に係る収益が伸びている。また、附属病院の経営努力により、

附属病院収入等が増加する一方、高度先端医療の提供に必要な高額な医薬品医療材料の購入や医療安

全等に係る人員体制の整備等により経常費用が増加しており、増収減益傾向にある。 

 教育・研究に対するニーズを踏まえて新規設備投資が必要な一方で、必ずしも新規投資を実行する

だけの潤沢な資金を有しているわけではないことから、官民からの設備投資に対する資金調達の必要

性が高い。 

本機構の設備整備の貸付金は、国立大学附属病院の医療関連設備の購入費用に限定されている。 

                                                 
6 国立大学法人等の決算について 令和 2 事業年度 文部科学省高等教育国立大学法人支援課 

https://www.mext.go.jp/content/20220405-mxt_hojinka-000021770_1.pdf 
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図：経常費用・経常収益の推移（附属病院セグメント） 

（出所：国立大学法人等の決算について ～令和 2事業年度～） 

 

ii.  資金使途は、ソーシャルボンド原則の適格ソーシャルプロジェクト事業区分のうち、「大学病院の研

究者・医学生」を対象とした「必要不可欠なサービスへのアクセス（教育）」および「地域の先進医

療を必要とする疾患或いは急性期疾患の患者」を対象とした「必要不可欠なサービスへのアクセス

（医療）」の提供に貢献する事業に該当する。  
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b. SDGs との整合性について 

i. ICMA の SDGs マッピングとの整合性 

ICMA の SDGs マッピングを参考にしつつ、JCR では、以下の SDGs の目標およびターゲットに貢献

すると評価した。 
    
        

 

目標３：すべての人に健康と福祉を 

ターゲット 3.3. 2030 年までに、エイズ、結核、マラリア及び顧みられない熱帯病といった伝
染病を根絶するとともに肝炎、水系感染病及びその他の感染症に対処する。 
ターゲット 3.4. 2030 年までに、非感染性疾患による若年死亡率を、予防や治療を通じ
て 3 分の 1 減少させ、精神保健及び福祉を促進する。 

        

 

目標 4．質の高い教育をみんなに 

ターゲット 4.3. 2030 年までに、全ての人々が男女の区別なく、手の届く質の高い技術教
育・職業教育及び大学を含む高等教育への平等なアクセスを得られるようにする。 

            
   

ii. 日本 SDGs 達成に向けた施策との整合性 

資金使途の対象となる医療・介護運営事業は、「SDGs アクションプラン 20227」における SDGs 実施

指針の優先課題 8 分野のうち「健康・長寿の達成」と整合的となっている。 
     

 

「SDGs アクションプラン 2022」における重点事項：健康・長寿の達成 

対象となる人々：治療を必要とする人々 ターゲット 

健康・長寿の達成 必要不可欠なサービスへのアクセス（医療） 

 
    

c. 環境・社会的リスクへの対応について 

本資金使途は、医療設備の購入費用に充てられるため、環境・社会面におけるネガティブなリスクは

想定されないと JCR では評価している。 

 

 
  

                                                 
7 SDGs アクションプラン 2022  https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/sdgs/pdf/SDGs_Action_Plan_2022.pdf 
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第 2 章：各評価項目における対象事業の現状と JCR の評価 
  

評価フェーズ２：管理・運営・透明性評価 

JCR は評価対象について、以下に詳述する現状およびそれに対する JCR の評価を踏まえ、管理・運

営体制がしっかり整備され、透明性も非常に高く、計画どおりの事業の実施、調達資金の充当が十分

に期待できると評価し、評価フェーズ２：管理・運営・透明性評価は、最上位である 『m1』 とした。 

 

1. 資金使途の選定基準とそのプロセスにかかる妥当性および透明性   

（１） 評価の視点 

本項では、本債券を通じて実現しようとする目標、ソーシャルプロジェクトの選定基準とそのプロセ

スの妥当性および一連のプロセスが適切に投資家等に開示されているか否かについて確認する。 

（２） 評価対象の現状と JCR の評価 

a. 目標  

本機構は、ソーシャルファイナンス・フレームワークにおいて、政策目標・方針等として以下のよう

に定めている。 

1. 本機構に係る国の政策目標・方針等 

 文部科学省の政策目標 

政策目標 4 個性が輝く高等教育の振興 

 施策目標 4-1 大学などにおける教育研究の質の向上 

 施策目標 4-2 大学などにおける教育研究基盤の整備 

 教育振興基本計画（平成 30 年 6月 15 日 閣議決定） 

目標(4)問題発見・解決能力の修得 

目標(8)大学院教育の改革等を通じたイノベーションを牽引する人材の育成 

目標(10)人生 100 年時代を見据えた生涯学習の推進 

目標(18)安全・安心で質の高い教育研究環境の整備 等 

 2040 年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申） 

・ 人生 100 年時代を見据え、様々な年齢や経験を持つ学生が相互に刺激を与えながら切磋

琢磨するキャンパスを実現するためには、高等教育機関には多様な年齢層の多様なニー

ズを持った学生に教育できる体制が必要となり、リカレント教育の重要性が増していく

こととなる。 

・ ユネスコの枠組みの下で採択した「高等教育の資格の承認に関するアジア太平洋地域規

約の発効を受け、国内情報センターの設立準備を進める。 

・ 我が国の高等教育の質が保証されていることが国内外で認知されることが重要 等 
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 国立大学経営力戦略（2015 年 6 月 16 日 文部科学省） 

・ 国立大学が、その役割を一層果たしつつ、今後更なる改革を進めていく上では、各国立

大学が、学長のリーダーシップの下、責任ある経営体制を構築し、法人化のメリットを

最大限に生かしていくことが求められる。 

 人づくり革命 基本構想（2018 年 6 月 人生 100 年時代構想会議） 

・ 大学は、知の基盤であり、イノベーションを創出し、国の競争力を高める原動力である。

人づくり革命を牽引する重要な主体の一つとして、時代に合ったかたちに大学改革を進

めなければならない。 

2. 本機構の目的 

大学等の教育研究活動の状況についての評価を行うことにより、その教育研究水準の向上を図

るとともに、国立大学法人等の施設の整備等に必要な資金の貸付け及び交付を行うことにより、

その教育研究環境の整備充実を図り、あわせて、学校教育法第 104 条第 7 項の規定による学位

の授与を行うことにより、高等教育の段階における多様な学習の成果が適切に評価される社会

の実現を図り、もって我が国の高等教育の発展に資すること。（機構法第 3条） 

3. 本機構の事業 

評価事業 

国際通用性の高い評価の実施 

（認証評価、国立大学教育研究
評価等） 

学位授与事業 

多様な学習成果に基づく 

学位取得の機会の提供 

施設費貸付・交付事業 

国立大学等の 

施設費等の貸付・交付 

質保証連携 

情報の収集・整理・影響、大学等及び国内外の質保証期間等と
の連携 

調査研究 

質保証に係る調査研究の推進 

【出所：独立行政法人大学改革支援・学位授与機構が達成すべき業務運営に関する目標（中期目標） 平成 31 年 3 月 1 日 

文部科学省】 

本機構の事業活動は、上記の国の政策目標・方針に則って行われている。本債券の資金使途は、文部

科学省が政策目標 4 のうち、施策目標 4-2 で掲げる大学などにおける教育研究基盤の整備に資するプロ

ジェクトである。本機構の施設整備等に関する個別の貸付計画は、文部科学大臣の決定に基づいたもの

であり、毎年同省の予算の中で決定されることから、政策との整合性がとれたソーシャルプロジェクト

であると、JCR は評価している。なお、国立大学附属病院の施設整備の必要性に関しては、同省内に設

置された検討会や会計検査院の検査報告からも、必要性が確認されていることから、国立大学附属病院

等の果たすべき機能と役割に必要な資金であると評価している。 
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b. 選定基準  

本機構は、ソーシャルファイナンス・フレームワークにおいて、資金使途の選定基準を以下のよう

に定めている。 

【適格プロジェクト分類】 

国立大学附属病院における「先進医療の提供と、地域の急性期医療対応等」のための設備整備 

【対象となる人々】 

・ 国立大学附属病院の先進医療等の医療人及び研究者、同病院を受診する患者。 

【適格性基準】 

・ 国立大学附属病院の設備整備に使途を限定 

・ 国に定める施設整備等の計画に従って貸付を実施するため、貸付先（国立大学法人）及び貸

付額については、文部科学大臣が定める。 

・ 貸付にあたっては、本機構において貸付審査（財務状況、公的使命）を実施。 

JCR は、本機構のソーシャルファイナンス・フレームワークに対して「Social 1(F)」を付与しており、

評価フェーズ 1 の資金使途で示した選定基準のいずれもが、社会的便益の高いソーシャルプロジェク

トの選定基準として適切であると評価している。 

c. プロセス 

本機構は、ソーシャルファイナンス・フレームワークにおいて、選定プロセスを以下のように定め

ている。 

1. 業務の範囲については独立行政法人大学支援・学位授与機構法第 16 条第 1 項第 2 号におい

て、「国立大学法人及び大学共同利用機関法人に対し、文部科学大臣の定めるところにより、

土地の取得、施設の設置若しくは整備又は設備の設置に必要な資金の貸付けを行うこと。」

と定められている。 

2. 国の定める施設設備等の計画に従い整備を実施するため、貸付先は文部科学大臣が定める。 

3. 本機構は、文部科学大臣が定めた施設整備計画に従い、対象となる国立大学法人等に対し貸

付を行う。 

4. 貸付にあたっては、国立大学附属病院の審査を実施。審査基準は次のとおり。 

・ 事業内容 

・ 財務状況 

・ 担保力 

・ 公的使命 

5. 審査の結果、貸付けに支障があると認められる場合には、文部科学大臣に報告 

本機構は、文部科学大臣によって業務範囲が定められている。また、施設整備の選定は、文部科学

大臣が施設整備計画として決定を行うこと、貸付に際して本機構が行う審査基準が明確に定められて

いることから、本債券について対象となるプロジェクトの選定基準およびプロセスは適切であると評

価している。 
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2. 資金管理の妥当性および透明性 

（１） 評価の視点 

調達資金の管理方法は、発行体によって多種多様であることが通常想定されるが、本債券により調達

された資金が、確実にソーシャルプロジェクトに充当されること、また、その充当状況が容易に追跡管理

できるような仕組みと内部体制が整備されているか否かを確認する。 

また、本債券により調達した資金が、早期にソーシャルプロジェクトに充当される予定となっている

か否か、加えて未充当資金の管理・運用方法の評価についても重視している。 

（２） 評価対象の現状と JCR の評価 

本機構は、ソーシャルファイナンス・フレームワークにおいて、資金管理を以下のように定めている。 

債券発行により調達した資金は、速やかに国立大学附属病院の設備整備のために国立大学法人に

対して貸付がなされる計画である。 

【資金管理】 

 独立行政法人大学改革支援・学位授与機構法第 17 条の規定により、施設費貸付事業及び施設

費交付事業に係る経理については、一般勘定とは別に施設整備勘定を設けて整理している。施設

整備勘定専用の銀行口座を保有しており、この口座で、施設費貸付事業及び施設費交付事業の資

金を管理している。この口座において、施設費交付事業の資金も管理しているものの、入出金さ

れた資金の使途については厳密に管理しており、施設費貸付事業で調達した資金を施設費交付事

業に充当することはない。 

【債券に係る帳簿の作成】 

 債券債務については ALM（債券債務管理）システムで管理しており、バックアップも取ってい

る。 

【内部監査】 

 内部監査は、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構内部監査規則に基づき、業務の適正か

つ効率的、効果的な運営に資するとともに予算執行及び会計処理の適正を期するために行われる。 

 毎事業年度初めに、監査室長は当該年度における監査の基本方針及び全体計画を記載した監査

計画を作成する。監査計画は、機構長に提出するとともに、課室長以上が参加する機構内の会議

にも報告される。 

 監査の種類には、日常監査、定期監査及び臨時監査がある。日常監査は会計処理における会計

伝票、契約書等の確認について、通年で実施している。定期監査は、会計処理における会計伝票、

契約書等の確認や施設費貸付・交付などについて、毎事業年度定期的に行っており、この中で、

銀行口座（預金通帳）の確認も行っている。臨時監査は機構長が必要と認めた時に行うが、平成

28 年 4 月の法人統合後は行われたことはない。 

 監査結果については、報告書として取りまとめ、機構長に報告される。 

【監事監査】 

 監事監査は、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構監事監査規則及び独立行政法人大学改

革支援・学位授与機構監事監査実施基準に基づき、業務の適正かつ効率的、効果的な運営を図る

とともに、会計経理の適正を期するために行われる。 
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 毎事業年度、監事は監査方針及び実施時期・方法等について記載した監査計画を作成する。監

査計画は、機構長に提出するとともに、課室長以上が参加する機構内の会議にも報告される。 

 監査の種類には、定期監査及び臨時監査がある。定期監査は、諸会議等への出席を中心として、

施設費貸付・交付事業を含む事項について審議及び報告を受け、必要に応じて資料及び意見聴取

を実施する業務に関する監査、財務諸表等について、資料の提出を受け、必要に応じて意見聴取

を実施する会計に関する監査を実施している。また、平成 28 年度に業務における特定事項に関

する監査として、施設費貸付・交付事業を選定し、関係職員から意見聴取を実施した。臨時監査

は監事が必要と認めたときに行うが、平成 28 年 4 月の法人統合後は行われたことがない。 

 監査結果については、報告書としてとりまとめ、機構長及び文部科学大臣へ報告される。 

【外部監査】 

 会計検査院による監査、財務省理財局による財投監査及び会計監査人による会計監査がある。 

【未充当資金の管理方法】 

 債券発行により調達した資金は、原則として、全額を同年翌月の貸付及び償還（借換債）に充

当しており、未充当資金は発生しない。 

 JCR では、本債券の資金が別勘定・別口座で管理されること、資金の充当状況は本機構内電子シス

テムにて適切な方法にて管理されること、内部監査、外部監査を含め適切な内部統制体制が整備され

ていることを踏まえ、資金管理は妥当であると評価している。 
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3. レポーティング体制 

（１） 評価の視点 

本項では、本債券に係る調達前後の投資家等への開示体制が詳細かつ実効性のある形で計画されてい

るか否かを、調達時点において評価する。 

（２） 評価対象の現状と JCR の評価 

本機構は、ソーシャルファイナンス・フレームワークにおいて、レポーティングについて以下のよう

に定めている。 

a. 資金の充当状況に係るレポーティング 

本機構ウェブサイト上で、開示を行うことを予定。 

・ ソーシャルファイナンスの残高 

・ 充当済金額 

・ 未充当資金の残高（未充当資金がある場合） 

・ ソーシャル適格資産の取得価格の合計 

また、充当完了後も、ソーシャルファイナンスが残存する限り、充当状況に大きな変化が起きた

際には、その旨開示予定。 

b. 社会改善効果に係るレポーティング 

＜アウトプット指標＞ 

 施設整備貸付先数、貸付金総額、対象事業件数 

＜アウトカム指標＞ 

・ 先進医療の実施状況 

・ 脳死での臓器移植の実施状況 

・ 政策的な医療への対応 

＜インパクト（定性目標）＞ 

・ 将来の医療を担う医療人の教育・養成 

・ 臨床医学発展と医療技術水準の向上への貢献 

・ 地域の中核病院としての質の高い医療の提供 

本機構のインパクト指標の設定は、アウトプット、アウトカム共に、定量的に効果を把握できる設

定となっている。また、インパクトとして設定された定性目標は、我が国の教育・医療政策と整合的で

あり、高い社会的意義を有していることを示すのに十分であると評価している。 

また、国立大学附属病院施設整備に関するインパクト評価は、文部科学省傘下の検討会等からも報告

書が定期的に公表されており、透明性が非常に高いと評価している。（以下は、外部評価例） 

・ 国立大学附属病院施設整備に関する事例集（文部科学省内 国立大学附属病院施設整備の事例集

作成に関する検討会） 
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・ 国立大学附属病院 機能評価（附属病院の 5つの機能別にその貢献度合いを評価している報告書、

国立大学病院長会議常置委員会が平成 21 年度より毎年公表） 

なお、本機構は過年度に発行したソーシャルボンドのレポーティングを投資家向け説明資料で開示

しており、実際の開示体制も適切である。 
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4. 組織の社会的問題への取り組み 

（１） 評価の視点 

本項では、発行体の経営陣が社会的問題について、経営の優先度の高い重要課題と位置づけているか、

社会課題を含むサステナビリティの推進を専門的に扱う部署の設置または外部機関との連携によって、

本債券に基づく調達方針・プロセス、ソーシャルプロジェクトの選定基準などが明確に位置づけられてい

るか、等を評価する。 

（２） 評価対象の現状と JCR の評価 

本機構はソーシャルファイナンス・フレームワークにおいて、事業を通じた SDGs への貢献として以

下を掲げている。 

大学改革支援・学位授与機構は、以下の学位授与、評価、施設整備支援、質保証連携、調査研

究の事業をもって我が国の高等教育の発展を支援することにより SDGs に貢献することを掲げて

いる。 

 学位授与 

高等教育段階の多様な学習の成果は適切に評価される社会を実現するため、大学の学部・大学

院の修了者と同等の学力を有すると認められる学習者に対して学位を授与しています。 

 評価 

我が国の大学等による教育研究活動等の質の維持向上に資するため、大学、高等専門学校、法

科大学院の認証評価、国立大学教育研究評価を行っています。 

 施設整備支援 

国立大学法人等の教育研究環境の整備充実を図るため、国立大学法人等の施設整備等に必要な

資金の貸付・交付を行っています。 

 質保証連携 

大学や評価機関等との連携活動、国立大学法人の運営基盤強化促進支援、大学ポートレート等

の事業を行っています。 

 国際質保証連携 

我が国の高等教育への国際的な信頼を高めるため、諸外国の質保証機関等との連携協力、「高

等教育資格承認情報センター」による国内外の高等教育制度等に関する情報を提供する事業を

行っています。 

 調査研究 

我が国の高等教育の発展に資するため、各事業の基盤となる研究、事業の検証に関する調査を

行っています。 

本機構は機構法第 3 条において、「大学等の教育研究活動の状況についての評価を行うことにより、

その教育研究水準の向上を図るとともに、国立大学法人等の施設に必要な資金の貸付けおよび交付を行

うことにより、その教育研究環境の整備充実を図り、あわせて、学校教育法第 104 条第 7 項の規定によ

る学位の授与を行うことにより、高等教育の段階における多様な学習の成果が適切に評価される社会の

実現を図り、もって我が国の高等教育の発展に資すること」を目的として定めている。 

また、評価フェーズ 2 の目標で確認したとおり、本機構の事業については我が国の教育・医療政策に
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則って行われていることから、社会的意義が高く、同政策に基づく我が国の SDGs 達成のための施策へ

の貢献についても明らかである。 

本機構の事業活動については、文部科学省内に設置された有識者による検討会、国立大学附属病院長

会議常置委員会等によって定期的にその業務内容の評価検討が行われていることから、専門的な視点か

ら社会的課題解決に向けた事業活動が構築されていると言える。 
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■評価結果   

本債券は、JCR ソーシャルファイナンス評価手法に基づき、「ソーシャル性評価（資金使途）」を“s1、「管

理・運営・透明性評価」を“m1”とした。この結果、「JCR ソーシャルボンド評価」を“Social 1”とした。本債

券は、ソーシャルボンド原則およびソーシャルボンドガイドラインにおいて求められる項目について基準を

満たしていると考えられる。 

【JCR ソーシャルボンド評価マトリックス】 

 

管理・運営・透明性評価 

m1 m2 m3 m4 m5 

ソ
ー
シ
ャ
ル
性
評
価 

ｓ1 Social 1 Social 2 Social 3 Social 4 Social 5 

ｓ2 Social 2 Social 2 Social 3 Social 4 Social 5 

ｓ3 Social 3 Social 3 Social 4 Social 5 評価対象外 

ｓ4 Social 4 Social 4 Social 5 評価対象外 評価対象外 

ｓ5 Social 5 Social 5 評価対象外 評価対象外 評価対象外 

（担当）菊池 理恵子・宮澤 知宏 
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本評価に関する重要な説明 
 
    

1. JCR ソーシャルファイナンス評価の前提・意義・限界 

日本格付研究所（JCR）が付与し提供する JCR ソーシャルファイナンス評価は、ソーシャルファイナンスで定めら
れた方針を評価対象として、JCRの定義するソーシャルプロジェクトへの適合性ならびに資金使途等にかかる管理、
運営および透明性確保の取り組みの程度に関する、JCR の現時点での総合的な意見の表明です。したがって、当該方
針に基づき実施される個別債券又は借入等の資金使途の具体的な社会貢献度及び管理・運営体制及び透明性評価等
を行うものではなく、本社債に基づく個別債券又は個別借入につきソーシャルファイナンス評価を付与する場合は、
別途評価を行う必要があります。また、JCR ソーシャルファイナンス評価は、評価対象に基づき実施された個別債券
又は借入等が社会に及ぼす改善効果を証明するものではなく、社会に及ぼす改善効果について責任を負うものでは
ありません。ソーシャルファイナンスにより調達される資金が社会に及ぼす改善効果について、JCR は発行体また
は発行体の依頼する第三者によって定量的・定性的に測定される事項を確認しますが、原則としてこれを直接測定
することはありません。 

2. 本評価を実施するうえで使用した手法 

本評価を実施するうえで使用した手法は、JCR のホームページ（https://www.jcr.co.jp/）の「サステナブルファイ
ナンス・ESG」に、「JCR ソーシャルファイナンス評価手法」として掲載しています。 

3. 信用格付業にかかる行為との関係 

JCR ソーシャルファイナンス評価を付与し提供する行為は、JCR が関連業務として行うものであり、信用格付業に
かかる行為とは異なります。 

4. 信用格付との関係 

本件評価は信用格付とは異なり、また、あらかじめ定められた信用格付を提供し、または閲覧に供することを約束
するものではありません。 

5. JCR ソーシャルファイナンス評価上の第三者性 

本評価対象者と JCR の間に、利益相反を生じさせる可能性のある資本関係、人的関係等はありません。 
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